
 

 

事 業 報 告  

 

Ⅰ．食品産業の課題解決のプラットフォームとしての活動 

 

１．フードサプライチェーン官民連携プラットフォーム 
（１）設立の目的と体制 

 フードサプライチェーンの共通課題の解決を目的にして、フードサプライチェーンの幅

広い関係者が農林水産省とダイレクトにつながり、課題解決策の検討、課題解決に必要な

知見の共有を行うフードサプライチェーン官民連携プラットフォーム 

（以下「ＦＳＰＰＰ」）が農林水産省新事業・食品産業政策課企画グループを事務局に設

立された（8 月 31 日）  

 

（２）センターの対応 

 ＦＳＰＰＰの事務局業務について、農林水産省からセンターに委託（「令和 4 年度フ

ードサプライチェーン運営・調査委託事業」）され、以下の事業を行った。 

 ① 会員の募集・管理 

 ② 食品産業の共通課題の解決策を検討するための会議の開催 

 ③ 食品産業の共通課題解決に必要な知見を共有するためのセミナー 

 ④ 食品産業の共通課題解決のポータルサイトとなるＨＰの開設 

 ⑤ 食品産業の共通課題解決に必要な情報収集のための調査 

 



 

 

 
 

 

 

 



 

 

２．政策委員会 

本年度から業界の課題を組み上げて政策要望を行政に伝え、業界の課題解決に資するこ

とを目的にしてセンターの主要な２３会員団体の常勤役員等をメンバーに「政策委員会」

を設け、各団体からの政策要望を取りまとめるとともに、政策要望等の活動行った。  

【開催実績等】 

①第 1 回政策委員会（4 月 13 日）  

業界の政策要望を各団体から提出、農林水産省から食品産業に関する予算・税制の現

状についての説明を聴取した。 

②政策要望（8 月 9 日）  

令和 5 年度概算要求等に向けた政策要望書をとりまとめ、荒川理事長から農林水産大臣

官房総括審議官（新事業・食品産業）に提出した。 

③第 2 回政策委員会（9 月 21 日）  

農林水産省新事業・食品産業部の令和 5 年度予算概算要求・税制要望について説明を聴

取するとともに、センターの政策要望について説明し、意見交換を行った。 

④第 3 回政策委員会（2 月 27 日）  

食料・農業・農村基本法の検証見直しについて、農林水産省の担当課長から説明を受け

て意見交換するとともに、センターから春の各団体の要望事項に対する措置状況につい

て情報提供。 

 

３．地方食品産業協議会連合会 

３１都道府県の地方食品産業協議会が参加する全国食品産業協議会連合会の事務局

を務め、地方食品産業協議会の活動を支援した。 

（１）令和４年度通常総会（5 月 15 日） 

 ・令和３年度事業報告及び決算、令和４年度事業計画及び予算 

 ・長谷川正己新会長（愛知食品産業振興協会会長）をはじめとする新役員を選出。 

  

（２）研修会等における講師等として地方食品産業協議会の活動を支援している。 

 ① 愛知県食品産業振興協会の総会に出席した（６月１５日） 

② 香川県食品産業協議会食品事故防止対策研修会でセンター発行の「食品企業の事故

対応マニュアル作成のための手引き」を説明した（９月１５日）。 

  ③ 近畿管内食品産業協議会ブロック会議（WEB）で食品産業をめぐる情勢とセンター

の取組について説明した（９月２９日）。 



 

 

Ⅱ．主要な政策課題への対応 
 

１．原油価格・物価高騰対策 

 

（１）政策要望 

岸田総理をはじめ関係閣僚出席で開催された「パートナーシップによる価値創造のため

の転嫁円滑化促進会議」（令和 3 年 12 月 27 日）をはじめ、機会を捉えて政府・与党に原

材料価格等の高騰対策について要望している。   

本年度においては、以下のとおり取り組んだ。 

• 自民党農林部会において政策要望（４月５日） 荒川理事長  

• 公明党農林水産部会において政策要望（４月８日） 荒川理事長  

• 農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）に要望書提出（８月９日）  

荒川理事長 

• 野村農林水産大臣表敬（９月２９日）  

堀切食品産業センター会長及び川村食品産業中央協議会会長  

 

（２）政府の対策の情報提供等 

 ① 輸入原材料の価格高騰に対応した原材料調達の多角化等を支援するための 
国の補助金についての会員向けの説明会及び事業の公募情報を提供している。 

  ・「輸入小麦等食品原材料価格高騰対策事業」（コロナ禍における「原油価格・ 
物価等総合緊急対策」）   

  ・食品原材料調達安定化対策事業（令和 4 年度第 2 次補正予算） 

  ・米粉の利用拡大支援事業（令和 4 年度第 2 次補正予算） 

 

② 価格転嫁の円滑化 

a)「パートナーシップによる転嫁円滑化施策パッケージ」に基づく政府の施策の周知等 

  経済産業省、公正取引委員会、農林水産省の担当官から施策の実施状況についての会

員向けの説明と意見交換を行うとともに、関連する情報を会員向けに提供した。 

 

（参考）パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージに基づく

施策（主なもの） 

・「原材料価格、エネルギーコスト等の上昇に係る適切な価格転嫁等に関する下請事業者等に

対する配慮について」（農林水産大臣、経済産業大臣、厚生取引委員会事務局長）（4 月 28
日） 

・「食品等の取引の状況その他食品等の流通に関する調査の結果に基づく協力要請」（4 月 28
日）（農林水産大臣） 

・「パートナーシップ構築宣言への取組について 」（農林水産省大臣官房総括審議官（新事

業・食品産業）（5 月 9 日） 

・令和３年度下請法違反被疑事件の処理状況、荷主と物流事業者との取引に関する「価格転嫁

に係る業種分析報告書」（5 月 31 日）（公正取引委員会及び中小企業庁） 



 

 

・「独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査に係る調査票の発送開始及び積極

的な情報提供のお願いについて」（６月３日 公正取引委員会） 

・独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査結果公表（12 月 27 日公正取引員会） 

・令和 5 年度中小企業者等取引厚生課推進アクションプラン（3 月 1 日 公正取引委員会） 

・円滑な価格転嫁の実現に向けた関係事業者団体向け要請（3 月 15 日 公正取引委員会） 

・下請中小企業振興法の振興基準の改正（7 月 29 日 中小企業庁） 

・価格交渉促進月間（9 月 中小企業庁） 

・価格交渉促進月間における価格交渉の状況のフォローアップ調査の結果の公表（12 月 23 日 

中小企業庁） 

・下請取引適正化推進月間（11 月中小企業庁、公正取引委員会） 

 

b)食品産業における取引慣行の実態調査 

  令和 3 年度「食品産業における取引慣行の実態調査」において価格転嫁の現状と課題

について調査し、結果を公正取引委員会、農林水産省、経済産業省、流通関係 7 団体に

説明するとともに、取引慣行改善の要望書を手交した（６月上旬～中旬）。 

 

２．食料・農業・農村基本法の見直し 

（１）経過 

 ① 自民党においては、食料安全保障に関する検討委員会（委員長 森山裕衆議院議員）

が設置され、現下の情勢を踏まえた我が国の食料安全保障に関する決議（3 月 10 日）及

び食料安保政策に関する政府への提言（中間とりまとめ）が農林水産大臣に提出（5 月

24 日）された。 

② 政府においては、官邸の農林水産業・地域の活力創造本部において、「農林水産業・

地域の活力創造プラン」が改訂され、安全保障上のリスクの分析・評価、現行施策の

検証を進め、不測の事態を想定した具体的な対応・施策の構築を検討するため、令和

4 年秋から食料・農業・農村基本法の検証作業を本格化し、将来にわたる食料の安定

供給確保に必要な総合的な対策の構築に着手するとされた（６月２１日）。農林水産

省は、「食料の安定供給に関するリスク検証（2022）」を公表した（6 月 21 日）    

 

（２）基本法検証部会の設置 

政府の「食料安定供給・農林水産業基盤強化本部」において、岸田総理から食料・

農業・農村基本法について、法改正を見据えた総合的な検証を行い、見直しを進める

ように指示された（9 月 9 日）。 

   これを受けて、農林水産省食料・農業・農村政策審議会が開催され、「食料、農業

及び農村に係る基本的な政策の検証及び評価並びにこれらの政策の必要な見直しに

関する基本的事項に関すること」について調査審議を行う「基本法検証部会」（座長：



 

 

中島康博 東京大学農業生命科学研究科教授）が設置され（9 月 29 日）、10 月以降

有識者ヒアリング、施策の検証、意見交換等が行われた。 

（３）基本法検証部会への対応 

① 基本法検証部会に堀切会長が委員として参加し、食品産業の立場から意見を述べて

いる。 

（参考）食料・農業・農村政策審議会基本法検証部会の開催経過等 

   第 1 回 食料輸入のリスク 

   第 2 回 国内市場の将来展望と輸出の役割 

   第 3 回 国際的な食料安全保障に関する考え方 

   第 4 回 人口減少下における担い手の確保 

   第 5 回 需要に応じた精算 

   第 6 回 食料安定供給のための生産性向上・技術開発 

   第 7 回 持続可能な農業の確立 

   第 8 回 農村の振興 

   第 9 回 備蓄、食品安全・食品表示、知的財産 

   第 10 回 今後の施策の展開方向（基本理念） 

   第 11 回 今後の施策の展開方向（食料） 

     第 12 回 今後の施策の展開方向（農業） 

   第 13 回 今後の施策の方向（農村・環境） 

   第 14 回 今後の施策の展開方向（基本計画等） 

     5 月 19 日 とりまとめ（案） 

   5 月 29 日 中間とりまとめ 

② センター事務局では、基本法検証部会の議論をフォローし、会員間で基本法検証部

会の議論を業界内で共有するため、以下を実施している。   

a)会員向けに農林水産省の担当官から検討状況の説明（12 月 7 日） 

  b）主要団体の役員等をメンバーにした政策委員会で農林水産省の担当課長と意見交

換（2 月 7 日） 

   

（４）自民党食料・農業・農村基本法検証ＰＴ 

自民党においては、食料安全保障に関する検討委員会の中に「食料・農業・農村基

本法検証ＰＴ」が設置され、団体ヒアリングが行われ、荒川理事長から、食品産業の

現状と課題、食料・農業政策への要請と意見交換を行った（11 月 17 日）。自民党で

は、「『食料安全保障強化政策大綱』の策定と食料・農業・農村基本法の見直しに向

けた提言」が取りまとめられた（11 月 30 日）。 

 



 

 

３．サステナビリティ 

 サステナビリティに関する課題について、環境委員会（委員⾧：松岡明治ＨＤ（株）サ

ステナビリティ推進部⾧。）で情報を共有し、課題を整理し、対応した。 

 
（参考）環境委員会の開催状況 

〇第 1 回環境委員会（5 月 24 日） 

 ・サプライチェーンにおける脱炭素化の可視化及びＴＣＦＤ開示の手引き（農林水産省地球環境
対策室） 

 ・令和 3 年度食品産業とＥＳＧ投資に関する検討の結果（農林水産省ファイナンス室） 

 ・プラスチック資源循環への事業者の対応（農林水産省新事業・食品産業部食品ロス対策室） 

 ・食品ロス削減のための補助事業の実施（事務局） 

〇第 2 回環境委員会（7 月 12 日） 

 ・ＩＦＲＳ財団における気候変動開示基準の動き（農林水産省ファイナンス室） 

 ・第 4 次食育推進計画における食品ロスの削減（農林水産省消費者行政・食育課） 

   ・各企業のＥＳＧ取組に関する意見交換 

〇第 3 回環境委員会（9 月 13 日） 

  ・プラスチック資源循環促進法と循環経済工程表（環境省リサイクル対策室） 

  ・選別・リサイクル実証と環境省の一括回収モデル事業の結果（プラスチック容器包装リサイク
ル推進協議会） 

 ・プラスチックリサイクルの現状と課題（容器包装リサイクル協会） 

〇第４回環境委員会（１１月１５日） 

 ・生物多様性を取り巻く動向や企業活動（食品製造）に関すること等  

  （環境省生物多様性主流化室、農林水産省地球環境対策室） 

 ・ＴＮＦＤ取組について（キリンホールディング（株）） 

〇第５回環境委員会（３月２０日） 

 ・令和 4 年度 活動報告 

 ・令和 5 年度 活動方針・スケジュール 

 ・ビジネスと人権について （農林水産省食品製造課） 

 ・プラ資源循環関連（容リ協 再商品化見通し・プラ法運用課題への要望書）について（プラス
チック容器包装リサイクル推進協議会） 

 



 

 

（１）食品ロス削減 

①食品製造業の食品ロス削減対策支援事業（農林水産省補助事業） 

 食品製造業の多様な食品ロスの発生要因の把握分析のため、豆腐、麺、パン、菓子、

冷凍食品を対象に関係団体・企業と連携して調査を実施し報告書をとりまとめるととも

に、展示会への出展、調査の成果を幅広く共有するための業種別の説明会・ビジネス交

流会を開催した。  

    

②フードバンク支援の輪を広げるための情報発信（10 月 4 日）  

 全国の子ども食堂等に寄贈食品を届けるため寄贈食品の物流支援・コーディネート機

能を担う「ＭＯＷＬＳ 物流支援プロジェクト」を発信するシンポジウムに専務理事が

登壇した。   

  

③食品ロス・廃棄に関する国際標準化対応国内委員会への参加 

  食品ロス・廃棄に関するＩＳＯ規格の策定の検討が進められており、これに対応する

ための国内委員会に専務理事が委員として参加した（国内委員会が 12 月 1 日に開催）。    

 

（２）食品リサイクル法の基本方針の見直し 

① ６月 7 日に閣議決定された「規制改革実施計画」において、食品廃棄物のリサイク

ルについてエネルギー利用の促進に向けた措置の検討が盛り込まれた。 

 

② ９月２日の食料・農業・農村政策審議会 食料産業部会（堀切会長が座長）で「食

品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針の改定について」諮問され、食品リ

サイクル小委員会（農水省）と食品リサイクル専門委員会（環境省）の合同小委員会

を設置して議論することとされた。  

 

③ 合同小委員会に環境委員会副委員長の高取委員（味の素）が参加。 

  第 1 回会合（9 月 27 日）において、エネルギー利用の促進を図る方向性については

適当としつつ、廃棄物の排出抑制のための消費者リテラシーの向上、飼料・肥料にリ

サイクルできないものを熱回収でリサイクルすることができる運用改善が必要との

意見書を提出した。 

  

（参考）食品リサイクル法基本方針について 

（１）食品循環資源の再生利用等に関する法律（食品リサイクル法）は、食品の製造過程におい

て発生する食品廃棄物について、発生を抑制した上で、飼料や肥料の原材料として再生利用

するため、食品関連事業者の判断基準や定期報告などの義務付け、再生利用を促進するため

の廃棄物処理法の特例を定めている。 

 



 

 

（２）同法の基本方針において、 

  ① 第二段階で、発生した食品廃棄物について家畜の飼料、肥料、熱回収という再生利用の優

先順位が定められている。 

  ② 業種ごとの排出抑制やリサイクルの目標が定められ、食品製造業は９５％を目標に再生利

用することとされている。 

 

（３）生物多様性 

① 生物多様性条約締約国会議 COP15（12 月 5 日～17 日カナダ・モントリオール）が

開催され、２０３０年を目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」（以下、「新

枠組み」）が採択された。 

   国内で行われている生物多様性国家戦略、農林水産省生物多様性戦略の改訂作業を 

フォローした。 

   新枠組で、a)陸と海の 30％以上を保護・保全、b)侵略的外来種の導入率・定着率を 

半減、c)気候変動の生物多様性への影響の最小化、ｄ）ビジネスのよる影響評価・情 

報公開の促進などのターゲットが掲げられており、具体化に向けた検討を注視してい

る。    

   

② 新枠組において「遺伝資源のデジタル情報（ＤＳＩ）の扱いと利益配分」の多国間

メカニズムについて COP16 までに議論することとされ、農林水産省が開催した「Ｄ

ＳＩに係る国内産業への影響と対応等に関する検討会」に専務理事が参加した（11 月

9 日、2 月 3 日、3 月 2 日）。 

  

③ ＩＳＯで、フランス提案により生物多様性に関する規格化が議論されており(ＩＳＯ

／ＴＣ３３１)、ＴＣ３３１の下に４つのＷＧが設けられている。  

   ＴＣ３３１国内審議委員会の下に設置されたＷＧ４（多様性組織・戦略・持続可能 

な利用）国内分科会（主査・環境省生物主流化対策室長）に、専務理事が参加した 

（１０月３日、12 月 1 日、3 月 14 日）。 

 

（４）プラスチック資源循環 

① 海洋プラスチック問題等国際的なプラスチック政策の潮流を踏まえ、「３Ｒ＋

Renewable」の基本原則と、６つのマイルストーンを掲げる「プラスチック資源循環

戦略」を具体化する「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」 （以下

「プラ新法」という。）が本年４月施行。  

 

②  プラ新法については、環境配慮設計指針と環境配慮製品の認定、製品プラスチッ

クのリサイクル、特定プラスチック製品の利用の合理化、自主回収の促進、産廃処理

の資源循環など事業活動に様々な影響が想定されることから、環境委員会において事



 

 

業者としての対応のポイント等について、農林水産省（５月２３日）及び環境省（９

月１３日）から説明を受け、意見交換した。 

  

③ プラ新法に基づく、容器包装と製品プラスチックの一括回収・リサイクルの制度

は、令和５年度から実施され、容器包装リサイクル協会及び環境省・経済産業省に

おける運用の検討についてフォローし、特定事業者の責任に応じた公平な負担と社

会的な費用に配慮した合理的な仕組みとなるよう意見を述べている。 

  ・環境委員会（環境省、容器包装リサイクル協会から検討状況と課題等について説明・

意見交換）（9 月 13 日）  

  ・産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物リサイクル小委員会（9 月 28 日）（専務

理事） 

  ・（公財）容器包装リサイクル協会評議員会（6 月 28 日、12 月 13 日）（専務理事）  

 

プラスチック容器包装のリサイクルについては、本年 4 月以降も容器包装リサイクル

法に基づいて従来どおりのルールで再商品化が行われたが、近年、入札単価の増嵩など

により特定事業者が負担する費用が増加している。 

  プラスチック容器包装リサイクル推進協議会において運用面の課題についての整理

を行い経済産業省・環境省への要望を行う検討に参加している。 

 

（５）成長志向型の資源自律経済戦略 

 ① 循環型経済への移行を政府全体で目指す中、経済産業省では、成長志向型の資源自

律型経済の確立に向けた環境整備を行うため、2022 年度中に資源自律経済戦略を策

定し、2023 年度以降に同戦略に基づく制度整備等を実施することとし、同戦略策定

の検討を行う「成長志向型の資源自律経済デザイン研究会」を 10 月から開催した。 

 

 ② 経済産業省産業技術環境局資源循環経済課では、同戦略の検討の一環でプラ製容器

法に関する課題・論点を整理するため、センターの事務局の間で、プラスチック容器

包装の設計、製造、使用、リサイクルに関する現状と課題について意見交換を行った

（1 月 30 日、3 月 1 日）。 

 

 ③ 経済産業省では、同研究会の第 7 回会合（3 月 27 日）においてプラスチック製容

器包装や食品を含む物資別の、原材料調達・設計・生産、販売・消費・排出から回収・

リサイクル・処理までの一連の過程における現状と課題を整理した 

   「成長志向型の資源自律経済戦略」が策定され、今後の個別の政策のあり方への影

響も念頭に、同戦略とそれを踏まえた政策の動向について注視している。 

 

 



 

 

（６）ＴＣＦＤ 

 ＴＣＦＤについて、東証プライム市場に上場する企業にＴＣＦＤに即した開示が推奨さ

れるガバナンスコードの改訂等の状況を踏まえて、本年度は以下の対応を行った。 

① 農林水産省がサプライチェーンにおける脱炭素化の可視化の検討会において整理

したＴＣＦＤ開示の手引きについて環境委員会で説明と意見交換を実施した（5 月 23

日）。 

 

② 気候変動に関する開示について、ＩＦＲＳ財団が設置した国際サステナビリティ基

準審議会（ＩＳＳＢ）におけるＴＣＦＤ提言を基礎として詳細な開示項目を定める枠

組みを策定する動きがあり環境委員会で農林水産省ファイナンス室から説明を受け

意見交換を行った（7 月 15 日）。 

  

（７）みどりの食料システム戦略 

① みどりの食料システム戦略研究会  

食品産業界の関係者に「みどりの食料システム戦略」の理解を深めてもらうため、「食

品産業とみどりの食料システム戦略研究会」を開催した（食品産業センター、食品産業

中央協議会、全国食品産業協議会連合会の共催。） 

【開催実績】 

 ・第１回（3 月 14 日）：川合 豊彦 農林水産省大臣官房審議官 

 ・第２回（5 月 30 日）：宮浦 浩司 農林水産省新事業・食品産業部長 

 ・第３回（9 月 12 日）：井上 達夫 油糧輸出入協議会 前専務理事 

 

 ② みどりの食料システム法に基づく基本方針を審議する第 33 回食料・農業・農村政策

審議会企画部会地球環境小委員会において環境委員会の亀井副委員長（（株）ニチレイ）

が委員として参加し、ＫＰＩを達成した場合の効果の見える化の拡大や消費者の理解・

啓発の必要性について意見を述べた。（7 月 22 日）（同基本方針は、9 月 15 日に公表。） 



 

 

４．品質保証 

 

(1)食品衛生法 

 ① 食品衛生管理に関する技術検討会（厚生労働省） 

  事業推進部長が出席し、HACCP の考え方を取り入れた手引書の内容を審議。 

 （開催実績） 

  ・セントラルキッチンから食事供給を受ける医療・福祉施設に係る手引書（4 月 27 日） 

  ・牛乳・乳製品に係る手引書の改訂及び小規模ジビエ処理施設の手引書事前打合（9 月 9 日） 

 ② HACCP 施行状況の調査 

  厚生労働省が（公社）日本食品衛生協会に委託して実施する「食品衛生法改正事項実

態把握検討委員会」に事業推進部長が委員として参加。 

 ③ HACCP に関する情報提供 

  〇センターＨＰで提供している HACCP 関連データベースの更新のための制度の運用

状況を調査。 

  〇HACCP セミナーの実施・講師派遣 

  ・牛乳宅配業者向けセミナー（4 月 23 日） 

    ・三菱総研 HACCP ナビセミナー（講師派遣）（7 月 14 日） 

    ・食品安全マネジメント協会主催セミナー（11 月 25 日、2 月 2 日） 

 

④食品の営業規制の平準化に関する検討会（厚生労働省） 

 営業許可の運用ルールについて審議する同検討会に事業推進部長が委員として参加し

ている。 

 （開催実績等） 

  ・許可不要となる「密封包装食品製造業」の省令指定対象業種の拡大について審議（7 月 26 日）

し、1 月 19 日に改正省令が公布。 

 （注）「密封包装食品製造業」の対象は、当初「食酢及びはちみつ」に限られていたが、これ以

外の密封包装で耐熱性の芽胞を形成する嫌気性細菌が増殖する恐れがない食品の製造業も

あることから厚生労働省で検討が行われセンターでも業界団体からの対象業種への追加要

望の実現のための科学的根拠収集や厚生労働省監視安全課への説明を支援してきた。  

   

⑤ 食品衛生基準行政の消費者庁への移管 

  新型コロナウイルス感染症対策本部会議（9 月 2 日）において、食品衛生基準行政に

ついて消費者庁に移管することとされ、関連する法律が閣議決定された（3 月 7 日）。

食品衛生行政については、厚生労働省における施策検討への参加等センターの業務との

かかわりが深いことから、移管に伴う実際の影響など関連する情報の収集に努めた。 



 

 

 

(2)規格・認証 

 

① ＪＡＳ規格 

 ＪＡＳ規格について審議する農林水産省のＪＡＳ調査会に事業推進部長が臨時委員と

して参加している。 

【開催実績】 

〇第 1 回(6/29) 

①ベジタリアン又はヴィーガンに適した加工食品（制定）、②ベジタリアン又はヴィーガン料理

を提供する飲食店等の管理方法（制定）、③低たん  白加工処理玄米の包装米 飯（制定）、④単

板積層材（改正）。 

〇第２回(8/29) 

①有機加工食品：有機酒類の生産の法についての基準を規定。②にんじん及びにんじんミックス

ジュース、③果実飲料、④りんごストレートピュアジュースについて、ISO  に合わせた様式の

改定。 

〇第３回(10/18) 

①集成材、②合板、③生産情報公表農産物、④豆乳類、⑤農産物缶瓶詰、⑥畜産物缶瓶詰、⑦水

産物缶瓶詰、⑧炭酸飲料、⑨煮干魚類の改正を審議。④～⑨は、規格内容は現行通り、国際規格

との連動性を考慮し ISO に合わせた様式の改訂。 

 

② 食品安全マネジメントシステム 

  ステークホルダー委員会に参加 

 

③ ＩＳＯ  

 ＩＳＯに係る国内委員会に委員として参加するほか、ＩＳＯの改訂状況等をフォローし

ている。  

（ＩＳＯ国内委員会への参加状況等） 

 ①ISO/TC34（食品） 

 ②ISO/TC34/SC17（食品安全マネジメントシステム） 

③ISO/TC34/SC12（官能検査） 

④ISO/TC34/SC16（分子生物指標の分析） 

⑤ISO/PC 308（Chain of Custody 加工流通過程の品質管理） 

 ⑥ISO/TC315（コールドチェーン物流） 



 

 

 

④ ＣＯＤＥＸ 

 食品産業コーデックス対策委員会において、行政との連絡協議会の開催に合わせて、

関係する論点についてコーデックス対策委員が分担して広範なコーデックスの論点に

ついて共有している。 

（開催実績） 

〇第 104 回  4 月 21 日（木） 

〇第 105 回  6 月 10 日（金） 

〇第 106 回  9 月 9 日（金） 

〇第 107 回 10 月 31 日（月） 

〇第 108 回  1 月 25 日（水） 

〇第 109 回  3 月 14 日（火） 

 

(3)食品表示 

食品表示については会員企業・団体の担当者で表示対策委員会を設けて、課題を共有

し、解決策を検討している。 

 

①原料原産地表示 

 本年 3 月 31 日に経過措置期間が終了。経過措置期間終了から 2 年後を目途として、

「各種調査結果等に基づき制度導入の効果について検証を行い、必要に応じて制度の見

直しを実施すること。」（消費者委員会答申）とされており、食品表示対策委員で原料原

産地表示の実施状況や意見等をアンケート調査し意見交換（５月２５日）。 

 

②アレルギー表示 

 消費者庁でクルミのアレルギー表示の義務化に向けた検討を行い、アレルギー物質を

含むとして表示を義務付ける品目にクルミを追加する食品表示基準の改正が行われた

（3 月 9 日）。 

【対応状況】 

〇「令和 4 年度くるみの義務表示化検討会」に委員として参加（消費者庁が食品衛生協会に補

助して実施）。 

〇食品衛生協会の依頼により、７月１１日からカシューナッツとピスタチオの使用実態調査を

実施。 

〇消費者庁が実施したクルミのアレルギー表示に関するパブリックコメントに対して所要の

猶予期間の確保等の意見を提出。 

 

 

 



 

 

③添加物の不使用表示ガイドライン 

 本年 3 月 30 日に公表されたガイドラインについて、食品表示対策委員で消費者庁担

当官から説明を聞き、意見交換（５月２５日）。 

  

④食料供給のグローバル化に対応した食品表示の見直し 

ａ）政府において「現行の食品表示制度を国際基準（コーデックス規格）との整合性の

観点も踏まえ見直すとの方向が示された（農林水産物・食品の輸出拡大のための輸入

規制等への対応等に関する関係閣僚会議（12 月 5 日）、消費者委員会食品表示部会（12

月 7 日）、食料安定供給・農林水産業基盤強化本部（12 月 27 日））。 

 

b) 食品表示制度は、会員企業の事業活動に多大な影響を及ぼすものであり、関心が高

いことから、センターでは、消費者庁から説明を受けるとともに、意見交換を行う場

を設けた（1 月 13 日）。 

   また、その後の消費者庁の検討状況等について、食品表示対策委員会において消費 

者庁から説明を受け意見交換を行った(3 月 23 日） 

   センターとして、会員の懸念の払しょく、現実的な制度運用が実現するよう消費庁

及び農林水産省に要請活動などを行っていく。 

  

⑤消費者委員会食品表示部会 

 消費者委員会消費者部会に、センター渡辺参与が委員として参加。 

（開催状況） 

 〇第 67 回食品表示部会（６月６日） 

 〇第 68 回食品表示部会（８月２２日） 

 〇第 69 回食品表示部会（12 月 7 日） 



 

 

 

５．輸出促進 

 

（１）輸出先国の品質規制への対応 

 ① 加工食品の国際標準化事業（令和 3 年度補正予算 農林水産省補助事業） 

 a) 加工食品の輸出の共通課題である、輸出先国ごとに異なる品質上の規制と対応策を

わかりやすく事業者に周知するため、以下の事業を実施した。 

 ・調査対象国・地域における規制の調査。 

 ・センターＨＰに「海外輸出規制プラットフォーム」を立ち上げ、着色料の輸出先国規

制の早見表を公開 

 ・研修会（食品添加物規制、海外食品安全衛生管理規制、容器・包材）の開催 

 ・規制対応のための食品添加物・容器包装材料・商品の開発支援（公募により補助金を

交付） 

 b)令和 4 年度第 2 次補正予算の「加工食品の国際標準化緊急対策事業」に応募し、補助

金を交付決定（令和 5 年度に事業実施）。 

 

 ②国際標準添加物の利用促進事業（農林水産省補助事業） 

  部分水素添加油脂やトランス脂肪酸が輸出の障壁となっている事例について事業者

ヒアリングを行うなど国際的な規制について調査を行うとともに、トランス脂肪酸や部

分水素添加油脂の国際的な規制についての研修会を開催した (1 月 17 日)。 

 

(２)加工食品の輸出促進支援 

 「加工食品輸出産地確立緊急対策事業」（令和 3 年度補正予算 農林水産省補助事業）

として、令和４年度においては令和３年度事業の基盤活かして、 

  a)公式ＨＰのリニューアル、日本食プロモーション動画の制作 

  b)台湾、香港における現地テスト販売（ポップアップストアやＥＣサイトへの共同出

店の支援）、インフルエンサーによる SNS 投稿、台湾視察ツアー等を実施した。 

  

 【参考】令和３年度の加工食品輸出産地確立緊急対策事業 

  ・日本食（天ぷら、麺、お好み焼き）の魅力を伝える動画の作成 

  ・インフルエンサーによる日本食の紹介動画の投稿、 

  ・公式ＨＰへの誘引と情報提供、ＳＮＳや新聞、地下鉄広告による食体験イベントの告知 

  ・食体験イベント開催 

  ・公式ＨＰで海外での購入先やＥＣサイト情報を掲載 



 

 

 

（３）輸出促進・海外展開支援の会議体への参画 

 ① センターは、農林水産物・食品に意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等を支援す

る農林水産省のＧＦＰプロジェクトに登録し、事務局から提供される補助事業の公募、商

談会の開催やセミナー、輸出先国の規制など食品の輸出に役立つ情報を会員企業団体に随

時提供している。 

  

 ② 産学官が連携しフードバリューチェーンの構築を通じた日本の食産業の海外展開を推

進することを目指すグローバル・フードバリューチェーン官民協議会（ＧＦＶＣ）(平成

26年6月設立)に加入し、同協議会の事務局から提供される海外で事業を実施する上で重要

な情報について、会員に情報提供している。 

 

６．栄養改善（栄養改善ビジネスの国際展開支援事業） 
 

  途上国・新興国の国民の栄養状態を改善できる食品供給などのビジネスを推進するための

枠組みである「栄養改善事業推進プラットフォーム（ＮＪＰＰＰ）の事務局として、JICA と共同議長

で運営委員会を開催し、国内セミナーの開催、現地における企業によるプロジェクトの組成の

支援などの活動を推進している。   

 

 【運営委員会開催状況】 

  6 月 2 日（第 24 回）、11 月 16 日（第 25 回）、12 月 28 日（第 26 回）、3 月 16 日

（第 27 回）   

 

 【国内セミナー実施状況】 

 〇第 1 回 （8 月 26 日） 

   ＮＪＰＰＰの活動の振り返りと、途上国において栄養改善事業に取り組む民間企業の活動紹

介と意見交換。（登壇：Ridgelinez（株）、（株）大林組、（株）TOKYO8GLOBAL） 

 

 〇第 2 回（2 月 21 日） 

 ・世界の疾病負荷（GBD）と世界栄養報告（GNR） 野村周平慶応大学医学部特任教授 

 ・全ての人に手ごろな価格で栄養価の高い食品を提供する市場改革におけるＡＴＮＩの役割 Ａ

ＴＮＩ ProgamManeger MartinaAsquini 

 ・健康・栄養分野における MUFG の取組 小谷裕司（株）三菱 UFJ 銀行営業本部第 5 部長 



 

 

 

 【令和 4 年度実施プロジェクト】 

 〇TOKYO８GLOBAL 栄養改善ビジネスンの国際展開支援事業 （アフリカ） 

  事業主体：株式会社 TOKYO８GLOBAL 

 

 〇インドネシアにおける健康な食事の普及に関する調査２０２２ 

  事業主体：株式会社大林組 

 〇ベトナムにおける野菜の摂取行動に影響を与える要因調査 

  事業主体：カゴメ株式会社 

 〇完全オンラインによるブロックチェーン技術を応用した職場における栄養教育（ミャ

ンマー） 

  事業主体：Ridgelinez 株式会社 ILSI Japan 

 〇フィリピンにおける米の栄養強化に関するプロジェクト２０２２ 

  事業主体:ILSI Japan 

 

７．その他の政策課題 

（１）食育 

  令和 4 年度第 1 回農林水産省の食育推進評価専門委員会において、第 4 次食育推進基

本計画重点事項について委員ヒアリング（9 月 26 日）、また第 2 回委員会が 3 月 20 日

に開催。 

  第 1 回会合で堀切会長から「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進に関す

る取組」を発表。 

  キッコーマン（株）及びセンターの会員企業のオンラインを活用した、出前授業、工

場見学等の取組状況を紹介しライブ感を出すことが課題であることや、遠隔地を対象に

実施できることなどオンラインによる食育の課題と評価を説明。 

 

（２）技能実習・特定技能制度 

 ① 特定技能 1 号の受入上限人数が見直された（飲食料品製造業については 34,000 人

から 87,200 人）（8 月 30 日）ことから、農林水産省の担当官から背景等について説

明を受け意見交換（10月 5 日）。 

 

 ② 専務理事が、農林水産省の「食品産業特定技能協議会運営委員会」の委員及び特定

技能 1号の試験を実施する「一般社団法人外国人食品産業技能評価機構」の理事とし

て制度の運営に協力した。 

 

 ③ 技能実習制度及び特定技能制度について制度の検討を行うため、12月 14 日から「技

能実習制度及び特定技能制度のあり方に関する有識者会議」が開催され、春ごろ中間



 

 

報告、秋に「外国人材の受入・共生に関する関係閣僚会議」報告を経て制度のあり方

検討とされており、有識者会議の検討を注視している。 

 

（３）物流 2024 年問題等への対応 

① 加工食品の物流については、長時間の荷待時間や契約にない付帯作業に伴う長時間

労働などの様々な課題が指摘され、物流標準化のアクションプランが政府で策定され

ている。これに加えて 2024 年からのトラックドライバーの時間外労働の上限規制等

の取り組みが求められる中、荷主企業や消費者も一緒になって、物流課題の解決に向

けた取組を進めるための「持続可能な物流の実現に向けた検討会」が政府に行われる

などの動きがある。 

 

② 加工食品物流の標準化に関して、即席食品工業会の取組（①納品伝票、②外装表示、

③パレット）について、同協会から説明し、主要な業界団体と意見交換を行った。（９

月８日）。 

 

③ 物流２０２４年問題等への対応について、フードサプライチェーン官民連携プラッ

トフォームにおいて、関係者で幅広く情報共有するとともに関係団体で解決策につい

て意見交換を行った。 

  a)「2024 年問題を見据えた持続可能な食品物流」をテーマに物流セミナーを開催した

（12 月 12 日） 

 ｂ)食品製造、卸・小売の団体と農林水産省を交えて、意見・情報交換会（フードサプ

ライチェーン意見・情報交換会）を開催した。(3 月 14 日） 

 

（４）新型コロナウイルス感染症 

① センターでは、「食品製造業における新型コロナウイルス感染症拡大予防ガイドラ

イン」を策定するなど食品製造業の事業継続に必要な環境を整備してきている。 

 

② 政府の基本的対処方針の見直しや政府の支援措置等の事業運営に参考となる情報

を収集・整理して「新型コロナウイルス感染症に関する情報」として会員あてにメー

ルで配信している（延べ 66 回）。 

 

③ 食品製造業における新型コロナウイルス感染症拡大予防ガイドラインについて、本 

年度、2 度改訂。 

 ａ）感染拡大防止と社会活動の両立の観点からのウイルス特性等を踏まえた感染症対 

策の見直しに対応した改訂   

  （11 月 22 日）   



 

 

ｂ）新型コロナウイルス感染症対策分科会（2 月 10 日）で、マスクの着用についての考

え方が示されたことを受けた改訂（2 月 27 日）。 

 

（５）食品製造業版 勤務時間インターバル制度導入・運用マニュアルの検討 

 厚生労働省において、（株）日本能率協会総合研究所」に委託して、「食料品製造業

版 勤務時間インターバル制度導入・運用マニュアル（仮）」の策定の検討を行う、学

識経験者及び業界関係者で検討部会が開催され、専務理事が委員として参加し、4 回の

検討部会の議論を経てマニュアルが公表された。 

 

（６）国内肥料資源の利用拡大 

① 肥料については、原料の多くを海外の特定の国に依存していることから、国際市況

や原料産出国の輸出に関する動向に強く影響を受けやすいことから、経済安全保障法

制に基づく特定重要物資として備蓄に取組むとともに、国内資源の肥料利用の拡大を

進めることとされている（食料安全保障政策大綱（令和 4 年 12 月 27 日））。 

② 堆肥や下水汚泥等の国内資源の利用拡大について幅広い関係者が連携して取り組

みを進めるため、「国内肥料資源の利用拡大に向けた全国推進協議会設立に関する関

係団体等との意見交換会」が開催され（12 月 26 日）、センターからは専務理事が参

加。 

③ 国内肥料資源の利用拡大に向けて農林水産省が事務局になって設立された「国内肥

料資源の利用拡 大に向けた全国推進協議会」にセンターも加入し、第１回全国推進

協議会が開催された（２月 22 日、WEB） 。 

④ 畜産由来の堆肥や下水汚泥資源などの国内肥料資源の肥料利用を推進するため、畜

産、下水事業者、肥料製造事業者、耕種農家等の連会や施設整備等を支援する国内肥

料資源利用対策（令和 4 年度補正予算 100 億円）が講じられており関連情報を会員に

提供している。 



 

 

 

8．税制改正要望 
 自由民主党農林部会に令和 5年度税制改正要望書を提出し、専務理事から要望内容につ

いて説明（11月 1 日）したほか、同党税制調査会に対応するための農林部会の会合に出席

した。 

 また、立憲民主党農林水産部会において、専務理事から要望内容について説明した（11

月 9 日）   

 

 （参考）令和５年度税制改正要望の結果 

農業競争力強化支援法に基づく税制特例の

延長（2 年間） 

割増償却（法人税、所

得税） 

登録免許税軽減 

〇割増償却率の見直し 

特定農産加工法に基づく税制特例の延長（1

年 3 か月） 

事業所税軽減（事業所

税法） 

〇 

中小企業投資促進税制の延長（2 年間） 特別償却・税額控除 

（法人税、所得税） 

〇 

中小企業経営基盤強化税制の延長（2 年間） 特別償却・税額控除 

（法人税、所得税） 

〇 

研究開発税制の延長（2 年間）と拡充 

 

 

税額控除 

（法人税、所得税） 

〇研究開発のインセン

ティブ強化のための

試験研究費の増減割

合に応じた控除率の

変動、オープンイノ

ベーション型の見直

し、試験研究費の範

囲の拡大 

  



 

 

Ⅲ．情報発信 

 

１．食品関連企業・団体連絡協議会 

農林水産省、厚生労働省、経済産業省、消費者庁等から会員団体・企業に最新の情報を

提供してもらい、意見交換を行った。また、食品産業を巡る最近の諸問題について理事長

から、各部長から担当業務についての情報提供を行った。 

 

  開催実績：4 月 22 日 

6 月 8日 

8 月 24 日 

10 月 5 日 

12 月 7 日 

2 月９日 

 

２．広報 

（１）センターの独自媒体による広報 

 〇広報誌（「明日の食品産業」）を発行（年間１０回） 

 〇食品産業統計年報（年１回） 

 〇センターのＨＰによる情報発信 

 （コンテンツ） 

   ＨＡＣＣＰ関連情報データベース、食品関連事業者のための環境情報、表彰事業、
展示会、ＰＬ共済・リコール保険、栄養改善事業、お知らせ（行政情報、センター
主催の催事）    

 

（２）マスコミへの広報 

 〇プレスリリース 

 〇専門誌八社の編集責任者等との報道関係者八社懇談会（６月２日） 

 〇報道関係者との意見交換会（２月２１日） 



 

 

３．展示会 

（１）ＦＯＯＤ展 

 FOOD 展 2022」（フードセーフティ、 フードファクトリー, フードディストリビューシ

ョン）を開催、センターブースで展示及びセミナーを実施した。 

〇開催日程 ９月２８日～９月３０日  

〇場  所 東京ビックサイト東館 

○出展者数 FSJ/32 社、FF/59 社、FD/16 社、乳製品ブースは 7 社。昨年並み。 

  〇開催結果 来場者 14,216 名（前年比 127.8%）  

（２）こだわり食品フェア 

 地域食品の販路開拓のための展示会を、スーパーマーケットトレードショー（全国ス

ーパーマーケット協会主催）と同時開催。 

 〇開催日程 ２０２３年２月１５～１７日 

〇場  所 幕張メッセ 

 〇開催結果 来場者 62,525 名（前年比 145.8％）   

 

４．表彰事業 

（１）食品産業優良企業表彰（農林水産省後援） 

① 昭和 54 年（1979 年）から実施しており、今回で第 44 回目を迎える。 

   食品産業部門（農商工連携推進タイプ、経営革新タイプ）、ＣＳＲ部門、環境部門、

マイスター部門及び食品流通の各部門ごとに顕彰。 

② センターホームページで公募、都道府県、団体、地方食産協等にも案内発出。 

応募件数、１２件。 

  ③ 3 月 15 日表彰式・祝賀会を開催（学士会館） 

（２）優良ふるさと食品中央コンクール表彰（農林水産省後援） 

① 昭和 63 年（1988 年）から実施しており、今回で 35 回目を迎える。 

   新技術開発部門、新製品開発部門、国産農林さん品利用部門、国産畜水産品利用部

門ごとに、優良なふるさと食品の生産者を顕彰。 

 ② センターホームページ、都道府県、団体、地方食産協等を通じて公募。 

      応募品目数は 28 品目。 

    ③ 3 月 15 日表彰式・祝賀会を実施（学士会館）  



 

 

Ⅳ．食品ビジネスのセーフティネット提供 

 

  食品産業ＰＬ共済に関連する損害保険の加入推進に取り組み、リコール保険等の代理業務

を実施し、会員企業等に対し、食品産業ＰＬ共済とリコール保険等を提供した。 

 

【本年度実績】 

１．食品産業ＰＬ共済                        単位：千円 

 令和３年度 令和 4 年度 前年比 

契約件数 掛金 契約件数 掛金 契約件数 掛金 

契約状況 343 46,189 324 45,500 94.5％ 98.5％ 

 

 

２．リコール保険                          単位：千円 

 令和３年度 令和４年度 前年比 

契約件数 掛金 契約件数 掛金 契約件数 掛金 

契約状況 296 75,078 287 73,047 96.9％ 97.3％ 

 

 

３．海外ＰＬ保険                          単位：千円 

 令和３年度 令和４年度 前年比 

契約件数 掛金 契約件数 掛金 契約件数 掛金 

契約状況 35 5,093 41 5,663 117.1％ 111.2％ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


